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特集 カーボンニュートラル宣言が自動車業界にもたらすインパクトと広がるサービス市場

要　約

1	 2050年のカーボンニュートラル達成を掲げる中、CO2排出量の23％を占める運輸部門の
排出量削減が急務である。自動車以外でも、船舶や航空機は運輸部門の排出量中10％
程度を占め削減要求が高まっており、電動化を中心に脱炭素化の動きが加速している。

2	 航空機では、現時点で確立している電動化技術は少ないものの、燃料電池や水素ガス
タービンを軸にした電動化の議論が活発化してきており、今後、小型機から大型機、難
度の低い技術から高い技術へと徐々に適用範囲が拡大していく。

3	 船舶では、主に小型レジャー向けボートを中心に完全電動推進システムの導入が始まっ
ている。現時点では、技術的課題から一部の小型のレジャーボートや運河および湾内向
け観光船での採用にとどまっているが、今後は、より速度や航続距離が求められるレジ
ャーボートや湾外向け観光船、内航貨物船などへの採用も想定される。

4	 自動二輪車では、バッテリー交換式電動二輪車への注目が高まっている。当事業では、
標準化・仲間づくりと、バッテリー交換ステーション設置場所の陣取りを、グローバル
で迅速に進めることが重要となる。そのためには、現地政府による支援確保の観点から
も地場企業を的確に巻き込んだ活動を展開する必要がある。

5	 自動車以外のモビリティにおいてもカーボンニュートラル対応・電動化は待ったなしの
状況である。一方、電動化技術を用いた事業は黎明期であるため自動車部品メーカーに
とっても参入の好機であり、積極的な情報収集と既存プレイヤーへの接触が事業開発に
向けて重要と考えられる。
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素化の動きが急加速している。COP26では、
パリ協定で定めた1.5℃努力目標実現に向け、
2050年のカーボンニュートラル実現と、その
中間点である2030年／2040年に向けた気候変
動対策（石炭火力発電の逓減）など、各分野
においてさまざまな取り組み目標が発表され
た。

2020年における、全世界でのCO2排出量は
315億トンとなっている。図 1 に示すとおり、
運輸部門はそのうちの23％を占める72億トン
を排出しており、これは石炭火力発電部門に
次いでその他産業部門と並ぶ排出要因となっ
ている。そのため、運輸部門においても排出
量を削減することが必要不可欠な状況である。

2	 自動車以外のモビリティにおける
	 CO2削減の重要性と削減要求

図 1 に示したとおり、グローバルでのCO2

排出量における23％が運輸部門での排出によ
るものである。さらにその内訳を見ると、乗

Ⅰ	運輸部門における二酸化炭素の
	 削減要求と電動化

パリ協定1.5℃目標の実現に向け、2050年
のカーボンニュートラル達成を掲げる中、
IEAによるとCO2排出量の23％が運輸部門由
来であることから、運輸部門における排出量
削減が急務である。自動車以外でも、船舶や
航空機などは運輸部門の排出量のうち10％程
度を占め、やはりCO2排出量の削減要求が高
まっており、特に電動化を中心に脱炭素化を
目指す動きが加速している。

本章では、CO2排出量削減における運輸部
門の重要性について解説する。

1	 CO2排出量全体から見た
	 運輸部門の重要性

2021年10月31日～11月13日に開催された国際
気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）
にて議論されたとおり、グローバルでの脱炭

図1　グローバルでのCO2排出量と運輸部門におけるCO2排出量
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用車（41％）、トラック（22％）がその大部分
を占めており、船舶（11％）、航空機（ 8 ％）、
二輪／三輪車（ 3 ％）も、それぞれ一定の割
合を占めていることが分かる（なお、航空機
については新型コロナウイルスによる航空需
要への影響が反映された数字になっており、
19年のデータでは運輸部門のCO2排出量のう
ち12％を占めている。これは乗用車・トラッ
クに次いで 3 番目に大きな排出要因となって
いる）。このような移動手段に関しても、
CO2排出量削減について盛んに議論されてい
る。

たとえば航空機においては、2050年までの
カーボンニュートラル達成を目指してロード
マップが作成されているほか、欧州を中心に
いわゆる飛び恥（flygskam）といった、航
空機を回避する動きが広がりつつある。フラ
ンスでは21年 4 月に「電車で 2 時間半以内に
アクセス可能な短距離区間における航空路線
を禁止する」という法案が下院で可決されて
いるほか、ノルウェー政府は40年までにノル
ウェー国内を発着する短距離路線の全便を電
動航空機に切り替えると発表しているなど、
航空機に対するCO2削減要求が高まっている。

3	 CO2削減における電動化の重要性
グローバルでCO2削減の方向性として脱化

石燃料が提言されている。化石燃料からの脱
却を図るために、自動車では車両の電動化を
軸にシナリオが描かれている。自動車と同様
に二輪や航空機・船舶などにおいても、電動
化などを軸に脱炭素化に向けたシナリオが描
かれており、各分野における電動化の重要性
が増している状況である。

以下各章において、航空機、船舶、自動二

輪における電動化動向と関連する事業機会に
ついて論ずる。

Ⅱ	航空機

航空機では現時点で確立している電動化技
術は少ないものの、燃料電池や水素ガスター
ビンを軸に電動化の議論が活発化してきてお
り、今後、小型機から大型機、難度の低い技
術から高い技術へと、徐々に適用範囲が拡大
していく見込みである。

本章では、航空機を分類した上で、各分類
における航空機電動化の進展状況と、適用に
向けた今後の課題、展望などについて解説す
る。

1	 航空機の分類と各分類における
	 CO2削減の方向性
（1）	 航空機の分類

航空機は固定翼航空機（ジェット機・プロ
ペラ機など）と回転翼航空機（ヘリコプター
など）に大別される。明確な定義として存在
してはいないものの、通例として、それぞれ
座席数や航続距離によりさらに細かく分類さ
れる（表 1 ）。

通常、旅客／貨物輸送業務として供される
ものとしては、プロペラ機の双発機（ATR72
など）やジェット機のリージョナル機（E190
など）、ナローボディ機（B737など）、ワイ
ドボディ機（B787など）が挙げられ、航空
部門CO2排出量全体の99％を旅客/貨物輸送
が占める形となっている。

現在、新型コロナウイルスの影響によって
航空需要の低下が見られ、受注数が伸び悩ん
でいるものの、航空機メーカーのボーイング
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導入が目標達成に向けて必要な活動となる。
SAFについてはすべての航空機に導入可

能だが、原料供給量に限界があるほか、現時
点では既存のジェット燃料との混焼が必須

（燃料種によるが10～50％程度がSAF使用の
上限）であるため、SAFのみでの目標達成
は現実的ではなく、新技術の導入が必須とな
る。

電動化には装備品電動化と推進系電動化が
あり、装備品電動化に関しては、既にA380
のような大型機でも一定の導入が進んでい
る。一方、推進系の電動化については、前項
で分類したすべての航空機に同一の新技術が
適用できるわけではなく、それぞれに適した
技術の導入が必要となる。表 1 に示すとお
り、航続距離が短く小型機のジェネラルアビ
エーションであれば二次電池による推進系電
動化が可能だが、航続距離の長い大型機では
二次電池による推進系電動化は現実的ではな

によると、2040年にかけては新造機として 4
万3610機が必要になる。このうち、ナローボ
ディ機が 3 万2660機と全体の75％を占め、ワ
イドボディ機が7670機、リージョナル機が
2390機と予測されている。

（2）	 各分類におけるCO2削減の方向性
2021年10月、国際航空運送協会（IATA）

は、2050年までに航空輸送業界においてカー
ボンニュートラルを達成するという決議を採
択した。目標の実現に向けて、①運航方式・
インフラの改善（地上タキシング時間短縮・
飛行ルートの最適化など）、②電動化・機体
軽量化・エンジン効率化などの新技術導入、
③持続可能な航空燃料（SAF）の導入、④市
場メーカーニズムの活用（CORSIA制度注1）
を組み合わせることにより、CO2の削減を図
る、というものである。航空機の技術に着眼
すると、電動化などの新技術導入とSAFの

表1　航空機の分類と脱炭素化の方向性

大分類 中分類 航続距離 座席数 機体例

脱炭素化の方向性

MEA（装備
品電動化） 二次電池 燃料電池 水素

ガスタービン

固定翼機

ジェネラル
アビエーション ＜500km ＜20席 Cessna 

Skyhawk
〇 〇 〇 ─

リージョナル機 ＜2,000km 20～ 100席 E190、A220、
ATR72

〇 〇
（＜1,000km） 〇 〇

ナローボディ機 ＜5,500km 100～ 250席 A320、B737 〇 ─ 〇 〇

ワイドボディ機 ＜18,000km 250～ 600席 B787、A350、
B777

〇 ─ 〇 〇

回転翼機 ヘリコプター ＜1,000km ＜15席 EC135、
Bell412

〇 〇 〇 ─
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乗り、航続距離350マイル（約560km）級機
体の23年の初飛行を視野に、開発に着手して
いる。

（2）	 リージョナル機／ナローボディ機
現時点では研究開発段階だが、2020年代後

半の電動推進ハイブリッド技術実用化を目指
し、航空機メーカー、エンジンメーカーらが
プロジェクトを推進している。

エンジンメーカーであるプラット・アンド
ホイットニーは、大手航空機サプライヤーの
コリンズ・エアロスペース（レイセオン傘下）
と提携し、 2 MW級の推進システムを搭載し
たハイブリッド航空機の開発（Project804）
を19年より実施してきた。21年 7 月の発表に
よると、40席クラスのリージョナル機である

「de Havilland Canada DHC-8-100」 を 用 い
て、ハイブリッド電気推進技術による22年の
地上試験および24年の飛行実証を予定してい
る。

航空機メーカーのエアバスは20年 9 月、水
素を燃料としたゼロエミッション旅客機

「ZEROe」のコンセプト機を 3 種類（ターボ
プロップ・ブレンデッドウィングボディ・タ
ーボファン）発表した。いずれも、液体水素
を燃料として燃焼させるガスタービンエンジ
ンと補完用の水素燃料電池から構成される、
ハイブリッド型推進システムを用いている。
ターボプロップ型は100席程度で1100マイル
程度、ブレンデッドウィングボディ型は100
席程度で2200マイル程度、ターボファン型は
250席程度で2200マイル程度の航続距離を目
標に掲げ、それぞれ35年の初飛行を目指し研
究開発が進められている。エアバス本社のあ
るフランスの政府は、新型コロナウイルスか

く、燃料電池や水素ガスタービンなどの技術
が必要となる。

2	 各分類における電動化の進展状況
前述のとおり、それぞれの分類において取

り入れられる技術には違いがある。ここで
は、現在それぞれの航空機について電動化が
どのような進展状況にあるかを説明する。

（1）	 ジェネラルアビエーション
乗員数人までの小型飛行機では、2020年に

リチウムイオン電池や水素燃料電池を動力源
とした電動化機が既にテストフライトを実施
しており、最も早く推進系の電動化が達成さ
れる見込みである。

米国のスタートアップ企業であるマグニク
スは、20年 5 月にリチウムイオン電池を動力
源とし、560kW級のモーターを推進系に搭載
した完全電動化商用機「eCaravan」のテス
トフライトをワシントン州の上空で実施し
た。ベースとなっている「Cessna 208 Cara-
van」の航続距離は1200マイル（約2000km）
程度であるが、現時点でのeCaravanの航続
距離は100マイル（約160km）程度となって
おり、商用化に向けては航続距離の改善が必
要な状況である。完全電動化商用機が空を飛
ぶのはこのテストフライトが世界初であり、
マグニクスは22年の型式証明取得を目指し、
各種試験を重ねている。また、FAA（米国
連邦航空局）では電動機の型式証明に関して
議論が進められている。

一方、英米系のスタートアップ企業である
ゼロアビアは、20年 9 月に水素燃料電池を主
動力源とする完全電動化航空機の20分のテス
トフライトを英国にて実施した。同社は19人
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らの復興を目的に、総額150億ユーロの航空
産業支援策を打ち出している。そのうち15億
ユーロについてはゼロエミッション航空機

（ZEROe）の研究開発を促進するためのもの
と位置付けているなど、官民一体となり、大
型航空機の電動化を推進しようとしている。

（3）	 ワイドボディ機
客席数の多いワイドボディ機は、航続距離

の長い大陸間輸送に用いられることが多いた
め、エネルギー密度の課題から2050年時点で
も推進系電動化を達成することは難しいと考
えられている。

一方、燃料効率改善の観点から、装備品の
電動化については一部進んできており、エア
バスの「A380」では電動アクチュエーター
を活用し、エルロンやフラップを作動させる
ようになっているほか、「B787」では主翼の
アンチアイシングシステム（着氷防止装置）
や客室空調システムについて電気式に置き換
えられている。今後も燃料効率改善のため
に、ギアシステムや補助動力装置など、装備
品電動化が進んでいくと考えられる。

3	 部品メーカーにとっての
	 事業開発の可能性
（1）	 航空機電動化に向けた課題

前述のように航空機の電動化に向けた研究
開発は非常に盛り上がっているものの、実現
に向けた課題は依然として多い。たとえば、
電動モーター・発電機・パワエレを中心とし
た重量軽量化に向けた高出力密度化や、出力
低下を避けるための耐熱・冷却・放熱性向
上、推進系における高効率化、航空機特有の
高高度環境における高電圧要素およびシステ

ム放電や放射線影響への対処などが重要課題
として取り上げられている。さらに、大型機
ほど必要とする電力（エネルギー）が大きく
なることから、重要課題の難度も高くなる。
そのため、前述したとおり、航空機電動化は
小型機から大型機へ徐々に適用範囲が広がっ
ていくとみられるものの、現時点ではジェネ
ラルアビエーションの試験飛行にとどまって
いる。

（2）	 航空産業における標準化団体
前述のような課題については、主要企業で

の研究開発と並行して民間の標準化団体にて
議論が行われている。ここでは、航空機にお
ける標準化議論の重要性について説明する。

航空機はほかのモビリティと比較しても冗
長性・安全性といった項目が非常に重要であ
るため、各国の航空当局（FAA／EASA：
欧州航空安全機関など）により細かな規制文
書が策定されている。ただし、航空機の製造
仕様など細かな部分については民間の標準化
団 体（SAE／RTCA／ASTM／EUROCAE
など）が策定する標準化文書を参照する形で
規制文書を策定するケースが多く、標準化団
体が実質的な主導権を握っている注2。

航空機電動化に関しては、それぞれの標準
化団体で議論される領域が分かれており、た
とえば旅客機クラスの航空機であればSAE
が、ドローンなどの小型航空機であれば
ASTMが主な担当団体となっている（図 2 、
表 2 ）。

もともと、航空機のライフサイクルが非常
に長期であること、構造を変えるような大き
な技術革新が起きていないことから、航空機
における標準化議論の主軸は過去決定事項の
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表2　標準化団体一覧と電動航空機の議論状況

図2　規制機関・標準化団体一覧と位置付け

● 航空宇宙・自動車に関する
　民間標準化団体
● 大型航空機の電動化に関する
　議論がメイン

● 航空システムの民間標準化団体
● DO-160（航空機に関する試験）
　などFAAの技術基準に
　引用される文書を作成

● 航空システムの民間標準化団体
● RTCAやSAEなど他団体と
　連携してWGを運営

● 材料・試験に関する民間標準化団体
　（旧米国材料試験協会）
● eVTOLや小型航空機の電動化に関する
　議論がメイン
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団体の文書を参照
⇒民間標準化団体の
文書が事実上の
ルール

整合規格

ICAO Annex8「航空機の耐空性」などに
基づき、FAA／EASAは企画を作成・維持

ICAO
国際民間航空機関

FAA
アメリカ連邦航空局

ASTM SAE

EASA
欧州航空安全機関

RTCA
Radio Technical Commission

for Aeronautics

EUROCAE
European Organisation for
Civil Aviation Equipment

国連専門
機関

各国規制
機関

民間標準化
団体

出所）各規制団体・標準化団体の公表データより作成

本拠地 会員数 電動航空機における主な対象領域 団体概要

ASTM
米国ペンシルベニア州

ウェスト・コンショホッケン

個人
32,000

（2020年）

● 小型航空機向け電動推進機、機体製造
プロセス、バッテリーの設計と認証

● 航空機向け電動推進機（ハイブリッド
含む）、バッテリーの仕様

● 1898年に米国材料試験協会として設
立

● 世界最大の標準化機関として、幅広い
分野の標準化を推進

● 個人または団体として参画

RTCA 米国ワシントンDC N/A

● 無人航空機を含む航空機システムの最
低運用性能基準

● 機器の動作パフォーマンス仕様

● 1935年に航空無線技術委員会として
設立し、1991年に民営化

● 1975～ 2018年まではFAAの諮問機関
として、標準化を推進

● 企業や国家機関が参画

SAE
米国ペンシルベニア州

ワレンデール

個人
138,000
（2017年）

● 旅客機クラスの電動航空機およびMEA
のシステム、機器の仕様

● 安全性やオペレーションにかかわる基
準

● 1905年に米国自動車技術者協会とし
て設立

● 1916年より航空機や船舶を含む自動
推進の乗物の標準化を推進

● 基本的に技術者個人が参画

EUROCAE フランス・サン=ドニ N/A

● 電動航空機向けハイブリッド推進シス
テムの仕様や耐久性

● eVTOLを含めたVTOLのシステム、機
器の仕様

● 水素燃料電池の認証ガイドライン

● 1963年にスイスにて、航空輸送に関
する標準化を目的として設立

● WGの50%はRTCAと、10%はSAEと
連携して標準化を推進・企業や国家、
教育機関が参画

出所）各規制団体・標準化団体の公表データより作成
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更新などであった。しかし電動化により、航
空機のさまざまなシステムが影響を受ける

（＝今後のビジネスに影響を及ぼす）ため、
エアバスやボーイングなど、欧米諸国の主要
プレイヤーは標準化団体へ多くのエキスパー
トを派遣し、自社に有利な形で標準化が進展
するよう、議論をリードしている。

（3）	 航空機電動化に向けた今後の展望と
	 他領域からの新規参入

前述のとおり、航空機電動化については現
時点で確立している技術は少なく、今後、小
型機から大型機へと、難度の低い技術から高
い技術へと、徐々にその適用範囲が拡大して
いくものと見られる。

今後、活用が見込まれる部品としては、操
舵関連部品（電動アクチュエーターなど）・
水素関連部品（水素燃料タンク、水素ガスタ
ービンなど）・モーター・エネルギーマネジ
メントシステム・パワー半導体・バッテリー
関連など、非常に多岐にわたっており、他産
業からの参入余地も十分あると考えられる。

ただし、現状では日本国内に実績のある航
空機メーカーが存在していないため、電動化
についてどのようなトレンドがあり、どのよ
うな方向性に進んでいくかということを正確
に把握し、潮流から取り流されないことが必
要不可欠である。そのためにも、技術開発だ
けではなくルールを決める段階（標準化議
論）から積極的に議論へ参加していくことが
重要であろう。

SAEなどの国際標準化団体にいきなり参
加することは、ハードルが高いと受け止めら
れるかもしれない。そこで、JAXA航空技術
部門次世代航空イノベーションハブが中核と

なって活動を行っている、航空機電動化
（ECLAIR）コンソーシアムへの参加をファ
ーストステップとすることが望ましい。当コ
ンソーシアムには、日本国内の航空機電動化
にかかわる企業が数多く参画しており、航空
機電動化および関連技術の社会実装・研究開
発計画の策定・共有や、SAEなどの国際標
準化団体での最新動向についての情報交換な
ど、活発に活動が行われている。当コンソー
シアムに参加することにより、既に航空機産
業で活躍しているプレイヤーとのコネクショ
ンづくりや、議論の最新状況を把握するな
ど、自社技術の適用可能性や研究開発へとつ
なげることが可能になる。

当領域での事業機会をうかがう企業は、研
究開発と並行して電動化動向の情報収集をし
つつ、単独もしくは他企業とタッグを組んで
標準化団体などに参画し、海外主要プレイヤ
ーと議論を重ねていくことが肝要である。

Ⅲ	船舶

船舶では、温室効果ガスをより多く排出す
る外航大型船から代替燃料を活用したCO2削
減の議論が始まっている。他方で、小型船舶
については推進システムの完全電動化の動き
が起こりつつあり、小型レジャー向けを中心
に製品の開発が進んでいる。本章では船舶の
大きさや推進システムおよびCO2削減方針を
分類し、その上で完全電動推進化の進展状況
と課題、今後の展望について解説する。

（1）	 船体、船舶推進システム構成の分類
内燃機関で推進する現代の船舶向けエンジ

ンの多くはタービンエンジンとピストンエン
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ディーゼルエンジンはシリンダー内で燃焼
と圧縮を繰り返すことで、ピストンの上下運
動を回転運動に変換しエネルギーを得る。こ
の方式は燃費がよく整備性にも優れているた
め、小型船舶から大型の貨物船まで多様な船
舶のエンジンで採用されている。加えて、構
造がシンプルであるため、船体の大きさに応
じて船外機、船内外機、船内機といった異な
るエンジンのレイアウトが存在する（表 3 ）。

ジンに分類され、中でも前者はLNG船を除
きガスタービンエンジン、後者はディーゼル
エンジンが主に使用されている（図 3 ）。

ガスタービンエンジンは圧縮した空気に燃
料を噴射して燃焼させ、生じた高圧のガスで
タービンを回すことで回転エネルギーを生み
出す。このエンジンはディーゼルエンジンと
比較すると燃費や整備性では劣るものの、小
型化および高出力化に優れているため、軍用
艦艇や水中翼船などの一部の船舶で使用され
ている。

表3　推進機の配置構造比較

船外機駆動方式

推進システム
配置図

推進システム
概要

船内外機 船内機

● エンジンなどがすべて一体と
なったシステム

● 基本的に船外後部へ設置し、
取り外しが容易に可能

● 基本的に小型ボートでの使用
が多い

● 船内後部に設置したエンジン
と船外に設置されたドライブ
ユニットが直接接続されたシ
ステム

● 基本的に中型ボートでの使用
が多い

● 船内に設置したエンジンと船外
に設置されたドライブユニット
がシャフト接続されたシステム

● 経済性や安定性に優れる
● 比較的に大型ボートでの使用
が多い

出所）ヤマハ発動機Webサイトより作成
https://www.yamaha-motor.co.jp/marine/life/start/boat/drive.html

図3　ガスタービンエンジンとピストンエンジンの構造比較

ガスタービンエンジン ディーゼルエンジン

呼気

圧縮機 燃料器燃料 排気
タービン

出力軸

出力軸

シリンダー
ピストン

出所）川崎重工業Webサイトより作成
https://www.khi.co.jp/energy/gas_turbines/outline.html
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（2）	 それぞれの分類におけるCO2削減の
	 方向性と電動化

国際海事機関（IMO）では2018年 4 月に
国際海運からの温室効果ガス排出削減目標を
採択した。この合意では、08年と比較して50
年には排出総量を50％削減し、今世紀中のな
るべく早期に排出量をゼロにすることが目標
と定められた（図 4 ）。

この目標を達成するためには化石燃料から
脱却した新たな燃料の使用が必要不可欠であ
り、船体の大きさや航続距離に応じた代替燃
料の使用や完全電動化の検討および技術開発
が現在進行している。

1000～5000マイル以上の距離を航行する大
型の外航船については、バッテリーのエネル
ギー密度に起因する航続距離の問題やモータ
ーの出力密度の問題から、現状の技術では完
全な電動化は難しいと推察される。そのた
め、これらの船舶では重油を使用しているデ
ィーゼルエンジンから、温室効果ガスを排出

しない水素やアンモニアを直接燃料として使
用するピストンエンジンへの転換が検討され
ている。加えてカーボンニュートラルの観点
から、バイオメタンをはじめとしたバイオ燃
料や、回収した二酸化炭素と水素を反応させ
て製造するカーボンニュートラルメタンにつ
いても使用が想定される。

他方で200マイル程度の距離を航行する内
航船や、さらに小型の遊覧船、プレジャーボ
ートなどについては、航続距離やモーターの
出力に起因する技術的な障壁が比較的少な
い。そのため現在ディーゼルエンジンを主に
採用している小型船舶については、今後、温
室効果ガス排出量の削減を目指す上で、推進
システムの完全電動化の素地があると考えら
れる。

（3）	 小型船舶における完全電動化の
	 先行プレイヤー動向

船舶における完全電動推進システムについ

図4　IMOにおける温室効果ガス削減目標
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次世代燃料などによる削減

運航効率化による削減

世界経済の成長、海上貿易拡大に伴い、
国際海運からのGHG排出増の見込み

2008年：
9.4億トン

省エネ技術による削減

2030年：
平均効率※△40％以上

（2008年比）
※単位輸送当たり排出量

2050年：
総量△50％以上

（平均効率約△80％相当）
（2008年比）

今世紀中：
ゼロ排出

ゼロエミッション目標達成シナリオ

出所）国土交通省公開資料より作成
https://www.mlit.go.jp/maritime/GHG_roadmap.html
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使用されている。ただ近年では、高出力のモ
ーターと高性能のバッテリーを組み合わせ、
主機として使用することが可能な電動船外機
や電動船内機の開発が進んでおり、一部では

て、これまでは昆布漁やトローリングなどで
使用されるエレキモーターやトローリングモ
ーターが主な製品領域であった。これらは 1
～ 3 馬力程度の出力を持ち、主に補機として

図5　トルキードの完全電動推進システム

表4　東京海洋大学のらいちょうシリーズ

Deep Blue Deep Blue i

バッテリー

電動船外機 電動船内機

らいちょう I船名

船体画像

概要

らいちょうS らいちょうN

電動スクリュー推進システム 電動ウォータージェット 電動スクリュー

● 世界初の急速充電対応型電池
推進船として2010年に就役

● 速力10kt、推進機出力45kW
● 充電規格はCHAdeMOを採用

● 世界初の急速充電対応型電池
ウォータージェット推進船と
して2011年に就役

● 速力10kt、推進機出力45kW
● 充電規格はCHAdeMOを採用

● 水素燃料電池の搭載を念頭に、
ハイブリッド型電池推進船とし
て2014年に就役

● 速力8kt、推進機出力45kW×2
● 充電規格はCHAdeMOを採用
● バッテリーは東芝SCiBを採用

出所）トルキードWebサイトを基に作成
https://www.torqeedo.com/us/en-us/products/outboards/deep-blue

出所）東京海洋大学Webサイトを基に作成
https://www.kaiyodai.ac.jp/
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主にレジャー向けの小型プレジャーボートを
対象として販売もされている。

たとえば、ドイツのトルキードは、小型船
舶向けの完全電動推進システムを複数種類販
売しており、船外機では 1 ～80馬力、船内機
では33～134馬力が製品の出力領域である。
中でも40～80馬力の出力を誇る電動船外機

「Deep Blue」シリーズや、33～134馬力の出
力を誇る電動船内機「Deep Blue i」シリー
ズについては、自社のEVであるi3およびi8で
使用しているバッテリーがBMWから供給さ
れている（図 5 ）。

日本国内においては、東京海洋大学が2010
年に世界初の急速充電対応型電池推進船「ら
いちょうⅠ」、11年にウォータージェット推
進を採用した世界初の急速充電対応型電池推
進漁船「らいちょうS」、14年には将来的に
燃料電池の搭載も視野に入れたハイブリッド
型電池推進船「らいちょうN」を建造した。
3 隻ともバッテリーの充電にはEVの急速充
電で使用されるCHAdeMO規格を採用して
いる。加えて「らいちょうN」ではEVなど
でも幅広く使用されている東芝製のリチウム
イオンバッテリー「SCiB」が採用されてい
る。これらのことからも、船舶の完全電動化
においてEVの技術は比較的親和性が高いと
いえる（表 4 ）。

（4）	 推進システム完全電動化に向けた課題
小型船舶の推進システムを完全電動化する

場合、モーターの出力密度については技術的
な課題は少ないと考えられる。他方で、バッ
テリー密度に起因する航続距離の短さは大き
な課題である。

船舶における完全電動推進システムはEV

と異なり、回生システムによる充電や駆動系
とバッテリーを切り離した惰性航行が難し
く、常に一定の負荷がかかった状態でモータ
ーを回し続ける必要がある。そのため、同一
のエネルギー量で移動可能な距離がEVと比
較して短くなる傾向にあり、この課題を解決
するためには、充電インフラの整備や全個体
電池などの高性能バッテリーの開発が必要不
可欠である。他方で、回生システムが存在し
ないため、バッテリーに対する負荷が少な
く、加えて船体の周囲が水で囲まれているた
めバッテリーやモーター、インバーターなど
の温度管理を比較的容易に行うことが可能と
いう利点も存在する。

（5）	 完全電動化に向けた諸外国の取り組み
まだ航続距離などに一定の技術的課題は存

在するものの、世界的な温室効果ガスの排出
量削減などの潮流から、脱炭素を目的とした
小型船舶の完全電動化はさらに進むと考えら
れる。

たとえば欧州では、国や自治体が主体とな
った完全電動推進船の導入推進も行われてお
り、オランダのアムステルダムでは2025年ま
でに市内運河でのディーゼルエンジンの使用
を禁止するとともに、21年末までに100基の
ボート用充電ステーションの整備が予定され
ている。またノルウェーやイタリアのベネチ
アでも同様に、ボート向け充電ステーション
の整備が官民一体となって推進されている。

加えて、企業でいうと英国のアクアシーパ
ワーは、地中海を中心に全世界での船舶向け
急速充電器ネットワーク、およびオンライン
プラットフォームの構築を進めている。この
ように、一部の地域では充電インフラを整備
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ーカーにとっての事業開発の可能性について
述べる。

1	 自動二輪車市場の概観と
	 電動化動向

世界の自動二輪車需要は、ヤマハ発動機の
推定によると、2020年に約4449.7万台であ
る。地域別に見ると、インド・中国・インド
ネシアに代表されるアジアが世界需要全体の
約 8 割を占めており、先進国を含むほかの地
域を引き離している。

自動二輪車においても自動車と同様に、政
府動向に民間企業が呼応する形で電動自動二
輪車（以下、電動二輪車）の導入が進んでき
ている。

インドでは、原油の輸入による貿易赤字と大
気汚染への対策という観点から、政府が電動
車の普及を後押ししてきた。電気自動車普及
促進策「FAME（Faster Adoption and Man-
ufacturing of Electric Vehicles）」では、150cc
以下の自動二輪車を25年までに100％電動車
化することをうたい、19年 4 月から 3 年間で
1000億ルピー（約1500億円）の補助金予算枠
を設定して電動車の普及を促進してきた。21
年 6 月には補助金の増額と24年 3 月までの施
策の期限延長を発表している。企業側も政策
に呼応して、電動二輪車普及に向けた活動を
進めている。配車サービス大手のオラは、21
年 4 月に高密度の電動二輪車充電ネットワー
クをインド内で10万カ所以上構築すると発表
した。また、21年 9 月には自社で開発した電
動スクーターを発売している。オラは、240
億ルピー（約360億円）を投じて電動二輪車
の工場を建設しており、初期段階でも年産
200万台体制を整えようとしている。

することで、完全電動推進船のさらなる普及
を目指す取り組みが進行している。

（6）	 推進システム完全電動化の展望
完全電動推進船は、現在、一部のレジャー

用途での採用に限られているが、今後、充電
インフラなどがさらに整備された場合、短時
間で高出力を出すことが可能なモーターの特
性を活かしたマリンレジャーへの採用や、静
粛性を活かした観光船への採用、加えて比較
的航続距離の短い内航貨物船への採用なども
想定される。完全電動推進船に搭載されるバ
ッテリーやモーター、インバーターなどの部
品や充電システムについては、EVに技術的
な優位性があり、船舶に対しての転用も可能
と推察される。

実際に、前述のトルキードはバッテリーの
供給をBMWから受けており、東京海洋大学
の船舶は充電システムにCHAdeMO、バッ
テリーにEVでの採用実績もある東芝のSCiB
を採用している。このように、船舶メーカー
側もEVの技術に対しては高い関心や期待感
を持っているため、既存船舶メーカーとの協
業という形式で、船舶分野の事業へ自動車な
どのサプライヤーが新規参入することが可能
であると考えられる。

Ⅳ	自動二輪車

本章では、自動二輪車を取り巻く電動化の
動向・課題を踏まえて、有力な電動化の選択
肢となり得るバッテリー交換式電動二輪車に
着目する。バッテリー交換式電動二輪車の特
徴と事業展開の要点を念頭に、当ビジネスの
プラットフォーマーの動向を見据え、部品メ
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自動車を購入できない層が自動二輪車の主要
購買層となるため、イニシャルコストの上昇
を伴う電動化は相性が悪い。これらの課題に
対する一つの解として、バッテリー交換式電
動二輪車への注目が高まっている。

2	 バッテリー交換式電動二輪車の
	 特徴と事業展開の要点
（1）	 バッテリー交換式電動二輪車の概観

バッテリー交換式電動二輪車は、取り外し
可能なバッテリーと、車両本体、バッテリー
交換ステーションがそろうことで利用可能と
なる。バッテリー交換ステーションは、複数
のバッテリーを格納して充電を行う。ユーザ
ーは、車両本体の使用済空バッテリーをバッ
テリー交換ステーションに返却することで充
電済バッテリーを入手でき、それを車両本体
に装着すれば走行が可能となる。従来のバッ
テリー付き電動車と比較して、経路充電に必
要となる時間を大幅に短縮することができ
る。また、高価なバッテリーを車両本体と切
り離せるので、車両本体のみを販売し、バッ
テリーは定額で利用できるサブスクリプショ
ン形式での支払いを導入すれば、イニシャル
コストの低減も実現できる。法人ユーザーに
とって充電時間の短縮は車両稼働率の向上に
よる収支効率改善の貢献にもつながる。

（2）	 バッテリー交換式電動二輪車の
	 ビジネスの要点

バッテリー交換式電動二輪車のビジネスを
プラットフォーマーとして展開する上では、
バッテリー価格低減のための標準化・仲間づ
くりと、バッテリー交換用ステーション設置
場所の早期の陣取りが重要となる。

インドネシアにおいても、政府は25年まで
に自動二輪車と自動四輪車を合わせた電動車
を200万台導入する目標を掲げてきた。政府
計画に呼応し、登録運転手が200万人に達す
る配車サービス大手のゴジェックは、稼働す
るすべての自動四輪車・自動二輪車を30年ま
でに電動化とすると発表した（21年 4 月）。
また、同じく配車サービス大手のグラブ・イ
ンドネシアも、インドネシアの地場の二輪／
三輪販売メーカーであるフィアル・モトル・
インドネシアと共同で電動二輪車約6000台を
導入した（21年10月）。

日本でも、21年11月22日に経済産業省や自
動二輪車関連企業、地方自治体などで構成す
る会議体「バイク・ラブ・フォーラム（BLF）」
が30年に向けた自動二輪車産業政策「ロード
マップ2030」を発表した。具体的なKPI（重
要業績評価指標）は規定されていないが、電
動車、合成燃料対応車などによるカーボンニ
ュートラル達成への貢献をうたっている。ま
た、東京都は、35年までにガソリンだけで走
行する自動二輪車の都内における新車販売を
ゼロにすることを表明した（20年12月）。企
業側も、川崎重工業は35年に先進国向け主要
モデルの新車販売のすべてを電動車に切り替
えることを宣言している。また、ヤマハ発動
機は電動二輪車の比率を35年に20％、50年に
90％に引き上げる方針である。

一方で電動二輪車は、主としてバッテリー
価格の高さに起因する「イニシャルコストの
上昇」と、搭載できるバッテリー容量制約と
充電時間の長さによる経路充電注3のしにく
さに起因する「航続距離の短さ」が大きな課
題となる。特に、自動二輪車世界市場の大部
分を占める新興国においては、所得の観点で
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バッテリーコンソーシアム」を創設し、交換式
バッテリーと交換システムの標準化の検討を
進めてきた。当活動では、「eやんOSAKA」
と連携したバッテリー交換式電動二輪車実証
実験を経て、21年 3 月に共通仕様の合意に至
った。また、21年 9 月には、ヤマハ発動機、
ピアッジオ（イタリア）、ケーティーエム

（オーストリア）と 4 社で交換式バッテリー
コンソーシアム（SBMC：Swappable Bat-
teries Motorcycle Consortium）を欧州に創
設することで合意した。これは小型電動モビ
リティ向け交換式バッテリーシステムの技術
仕様を定義することが目的であり、同種のコ
ンソーシアムは欧州では初めての設立となっ
た。

ホンダは、自動二輪車業界での仲間づくり
に加えて、交換式バッテリーの他業界への展
開も進めている。21年 6 月には、コマツと交
換式バッテリーを用いた土木・建設業界向け
バッテリー共用システムの体制構築を目指す
基本合意を締結した。まずは、21年度中にコ
マツのマイクロショベルをホンダの交換式バ
ッテリーを活用して電動化し、市場導入した
後、ほかのマイクロショベルや 1 トンクラス
のミニショベルの電動化まで展開しようとし
ている。また、21年11月には、交換式バッテ
リーを使用した船舶用小型電動推進機のコン
セプトモデルを発表した。ホンダの交換式バ
ッテリーを 2 個搭載し、 5 ～ 6 馬力程度の出
力となる。今後は、さらなる開発を通じて船
舶の電動化も進めようとしている。

（3）	 バッテリー交換式電動二輪車の
	 事業展開の要点

自社規格のバッテリー普及によるコスト低

先に述べたバッテリー交換式電動二輪車が
備える基本的な「イニシャルコスト低減」の
特徴に加えて、さらにコストを下げるために
は、バッテリー保有数量の増大が必要とな
る。量産効果および大量購入による価格交渉
力の確保に加えて、退役バッテリーの二次利
用を円滑に実現するためには一定の数量規模
が必要となるためである。バッテリー交換式
電動二輪車の市場が黎明期であることから、
一企業で保有するバッテリー数量は限定的で
あるため、複数企業でバッテリーの規格を統
一化・標準化することが肝要となる。

経路充電で利用するバッテリー交換ステー
ションは、多くのユーザーにとって立ち寄り
やすい場所に設置されている必要がある。一
方で、バッテリー交換ステーションは一般的
にATM程度のサイズを有するため、特に建
物の密集する都市部においては設置の適地は
限られている。また、特定の企業のバッテリ
ー交換ステーションのバッテリーを利用する
ユーザーが多いほど、より同種のバッテリー
を扱うバッテリー交換ステーションの設置が
進むというネットワーク効果が働きやすくな
る。そのため、自社のバッテリーのバッテリ
ー交換ステーションを、限られた適地に迅速
に設置して、ドミナント化することが肝要と
なる。

本田技研工業（ホンダ）は、バッテリー交
換式電動二輪車を含む電動モビリティとエネ
ルギーサービスを統合した「Honda eMaaS」
の実現を目指し、交換可能なバッテリー「モ
バイルパワーパック（Honda Mobile Power 
Pack）」を核としたエコシステムの構築を進め
ている。2019年には、ヤマハ発動機、川崎重
工業、スズキとともに「電動二輪車用交換式
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ッテリー交換ステーションを利用できること
が重要であり、地場企業が共通仕様の交換式
バッテリーを活用して新たにバッテリー交換
式の車両をつくることは、プラットフォーマ
ーにとってプラスに働く。また、特に自動車
産業の地場企業が自国で育っていない新興国
の政府にとっては魅力となる。

バッテリー交換式電動二輪車のエコシステ
ム構築で先行している台湾のGogoro社は、

「Powered by Gogoro Network（PBGN）」
を構築し、パートナー企業が同社のバッテリ
ーやバッテリー交換システムを使う車両を製
造できるようにしている。インドでは、自動
二輪車最大手のヒーロー・モトコープとバッ
テリー交換ネットワークを構築する合弁会社
を設立した（2021年 4 月）。ヒーロー・モト
コープは、PBGNパートナーとして同ネット
ワークを採用した電動二輪車を発売する予定

減と陣取り合戦を制するためには、グローバ
ルでの迅速な事業展開が必要となる。その際
には、限られたリソースを最大限効率的に活
用するため、現地企業との協業を前提にしつ
つ、市場の特性を踏まえて国・地域ごとに自
社の関与の度合いを変えていく必要がある

（図 6 ）。
現地企業との協業は、自社展開時の不足リ

ソースの補完にとどまらず、現地政府による
支援を受けやすくするという観点からも重要
である。各国が自動車政策を考える際には、
①自国内の産業育成、②エネルギー安全保障
の確保、③自国内の環境改善（大気汚染対策
など）、が主な目的となる。特に①の優先度
は高く、自国内への投資および地場企業の成
長につながる施策に優先的な補助がなされる
傾向がある。バッテリー交換式電動二輪車で
は、多くの車種で同じ交換式バッテリーとバ

図6　早期の陣取りに向けたグローバル展開手法
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いて自動車生産のノウハウを持たない国営タ
イ石油公社（PTT）と電動車生産の合弁契
約を締結した（21年 9 月）。電動車の設計・
製造・組立に加えて、バッテリープラットフ
ォーム・ドライブトレイン・モーターといっ
た基幹部品の生産まで実施することを想定し
ており、タイの地場メーカーの参画を呼びか
けている。地場有力企業PTTと地場メーカ
ーを通じて、自社電動車のタイにおける普及
を図ろうとしている。

3	 部品メーカーにとっての
	 事業開発の可能性
（1）	 プラットフォーマーの動向を踏まえた
	 事業機会

バッテリー交換式電動二輪車のエコシステ
ム構築を主導する企業・プラットフォーマー
の前述の動向を念頭に置くと、部品メーカー
にとって二つの事業機会が想定される（図
7 ）。

一つ目は、主導企業が構築を目指す標準プ
ラットフォームの中に自社製品を入れ込むこ

である。
さらに中国では、PBGNパートナーである

自動二輪車大手の大長江集団有限公司（大長
江）と電動二輪車大手の雅迪科技集団有限公
司（雅迪）の 2 社と提携し（21年 5 月）、バ
ッテリー交換ステーションの新ブランド「換
換」を共同で立ち上げて中国でサービス展開
すると発表した（21年10月）。Gogoro社は、
大長江と雅迪の 2 社が製造する電動二輪車や
バッテリー交換システム構築のため、自社の
バッテリーや充電制御システム、ステーショ
ン関連設備を提供する方針である。雅迪は、
Gogoro社のシステムを採用した電動二輪車
2 車種を既に発売しており、大長江も同シス
テム採用の電動二輪車を22年に販売予定であ
る。 ま た、 イ ン ド ネ シ ア に お い て も、
Gogoro社は、配車大手ゴジェックと首都ジ
ャカルタでバッテリー交換式電動二輪車のレ
ンタルサービスの試験運用を始めると発表し
た（21年11月）。

また、自動車業界ではあるが電動車への展
開を活発化するフォックスコンは、タイにお

図7　部品メーカーにとっての事業機会

①主導企業が構築を目指す標準プラットフォームに
　自社製品を入れ込む

②地場企業の車両および関連機器の製造を
　支援するパッケージに自社製品を組み込む

プラットフォーム活用 プラットフォーム活用

バッテリー交換式電動車プラットフォーム

バッテリー バッテリー交換
ステーション

その他（運営システム・ 
センサーなど）車両

車両

地場企業 地場企業

車両
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ることで、標準プラットフォーム内もしくは
周辺パッケージでの事業機会創出が想定され
る。

（2）	 他領域からの新規参入
電動車領域に新規参入する部品メーカー

は、将来的なバッテリー交換式電動二輪車エ
コシステムでの事業機会獲得を目指し、まず
は電動二輪車・電動三輪車や主要部品を扱う
企業との出資も含めた提携・協業を進めてい
くことが肝要である。

クラッチ大手のエフ・シー・シーは、2021
年 4 月に電池スタートアップのCONNEXX 
SYSTEMS社に、同年 7 月には電動二輪車・
電動三輪車を手掛けるテラモーターズに出資
して、電動化への対応を進めている。テラモ
ーターズは、電動二輪車・電動三輪車の開
発・製造から販売・アフターサービスまで一
貫して行っており、またインドにおける電動
三輪車（Eリキシャ）の販売ではシェア首位
である。

当領域での事業機会をうかがう企業は、電
動車領域での知見を収集しながら、エコシス
テム構築主導プレーヤー・プラットフォーマ
ーのコンソーシアム構築動向・地域展開動向
と主要市場の政府動向を注視し、可能であれ
ば早期にコンソーシアムに接触していくこと
が肝要といえる。

Ⅴ	おわりに

航空・船舶・二輪における電動化について
述べてきたとおり、自動車以外のモビリティ
においても、カーボンニュートラル対応・電
動化は待ったなしの状況である。特に、航空

とである。車両については、地場企業を含む
多数のメーカーが豊富なラインナップを用意
できるようにするケースが多いため、バッテ
リーおよびバッテリー交換ステーションの構
成部品が主な対象となる。プラットフォーム
によっては、エコシステム全体を管理・運営
するシステムや、車両データを取得するため
のセンシングデバイスなども含まれ得る。

二つ目は、主導企業が海外での迅速な展開
を志向して地場企業のエコシステムへの参画
を推奨する際に、地場企業が容易に車両や関
連機器を製造できるようなパッケージに自社
製品を組み込むことである。併せて、技術導
入支援サービスも含まれ得る。新たに参入す
る地場企業は自動車業界の企業に限らないた
め、バッテリー交換システムのコア部品以外
でも、独自にパッケージ化と技術導入のチャ
ンスはあり得る。

フォックスコンは、2021年 6 月にGogoro
社と戦略的技術・生産提携に向けた基本合意
書を締結した。提携対象は、バッテリー交換
や部品製造などであり、基幹部に入り込んで
いる。前述したGogoro社と大長江・雅迪に
よる「換換」というバッテリー交換ステーシ
ョンは、フォックスコンが受託生産する予定
である。

また、自動車業界ではあるが、フォックス
コンが20年10月に設立した電動車開発プラッ
トフォーム「MIH」アライアンスには、21
年11月時点で2100社を超える企業が参加して
いる。デンソーや日本電産、ブリヂストンな
どの日本の自動車部品メーカーも多数参画し
ている。参画する企業の思惑はさまざまだ
が、電動車領域に取り組む企業の情報収集な
どに加えて、早期にコンソーシアムに参画す
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や船舶など、現時点で技術が確立していない
ような業界においては、他産業の知見を大い
に求めており、先行している自動車産業など
の技術が十分に転用可能であると考える。た
とえば前述のとおり、トルキードは高出力の
完全電動推進システムではBMWからEV向
けバッテリーの供給を受けている。加えて東
京海洋大学の電池推進船は充電システムに
CHAdeMOを使用しており、バッテリーも
EVでの利用実績がある東芝のSCiBを搭載し
ている。

一方、航空・二輪の事例にあるように、標
準化議論がその後のデファクトスタンダード
に直接つながってくると考えられる。たとえ
ば、二輪では、Gogoro社は自社バッテリー
交換システムを使う車両を製造するパートナ
ーを集めたPBGNを構築し、中国やインドで
パートナーを交えた事業展開を開始してい
る。また、ホンダ・ヤマハ発動機・ピアッジ
オ・ケーティーエムも小型電動モビリティ向
け交換式バッテリーシステムの技術仕様を定
義するSBMCを構築し、関心あるステークホ
ルダーへの協力を呼び掛けている。そのた
め、メーカー・OEMなどへの提案・営業や
研究開発と並行して、標準化団体への参画お
よび標準化議論の推進を行っていくことが、
事業開発および他領域からの新規参入にあた
り重要な活動である。

いずれも自動車業界ではないが、電動化技
術を用いたこれらの事業は黎明期であるた
め、今が参入の好機と考えられる。特に、航
空機・船舶など、ライフサイクルの長い業界
では、サプライヤーのスイッチングは通常容
易ではない。自社の事業領域を広げていくた
めにも、これまでに自動車などで培った技術

を強みとしつつ、積極的な情報収集と既存プ
レイヤーへの接触を早期に行うことが重要だ
と考えられる。

注

1	 Carbon Offsetting and Reduction Scheme for 
International Aviation：「国際民間航空のための
カーボン・オフセットおよび削減スキーム」。
2021年より国際航空においてCO2排出を抑制す
るための市場メカニズムを導入。航空会社は
CO2排出量が一定の上限を超えた場合にオフセ
ット義務（クレジット購入）が発生する

2	 FAAなどの規制機関は、民間標準化団体の各
WGへ人を派遣しており、議論の内容を把握

3	 目的地に到達するために途中で行う充電
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